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世界一の高齢化スピードと借金大国
政府総債務残高の現況

2015.3末： 1,238兆円
2016.3末： 1,264兆円
2017.3末： 1,308兆円

（1,300万円／国民一人当たり借金）
<2016.3末の国際比較>    
政府純債務残高(対GDP比)

（1位）ギリシヤ：322%
（２位）日本： 128% ⇒ 2017.3末240.倍

現
在
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近世日本の民族三大転換期〔No.１〕～民族初の人口減少期～
現代は、明治維新と第二次世界大戦敗戦に次ぐ、日本民族の三大転換期と言えます。

私たちの子供たちに残すべき日本のあるべき姿造りに、一緒に汗して考働しませんか？

(文責)川越テクノサポート
技術経営コンサルタント

2018.2.1作成 大崎俊彦

（出典：国土交通省）に加筆
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世界人口の動向予測と高齢者の急増
世界人口が毎年８千万人（ドイツ国人口と同じ）増加しており、４０年後には１００億人に達すると予想されている。

こうした中で、６５歳以上の高齢者の世界人口は、先進地域と開発途上国が逆転し、さらに加速化しつつある。

今後、開発途上国での高齢者が圧倒的な数で増えることが予想され、こうした高齢者が活き活きと働き活躍でき
るビジネスモデルのあり方を、世界一のスピードで高齢化が進む我が国で、具体的に計画・検討し実証実験して、
生甲斐のある充実した心豊かな社会を実現しながら、そのあるべきあの方を世界に発信する必要に迫られている。

（出典：内閣府平成29年度版 高齢社会白書）

世界の人口動向等
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我が国の人口構成と高齢者の動態推計

高齢化の推移と将来推計

（出典：内閣府平成29年度版 高齢社会白書）

我が国の人口は、平成２０年に１億２千８百万人に達したのをピークに、急激な人口減少、高齢化比率の急増傾向にある。



（出典:H25.3国立社会保障・
人口問題研究所 「日本の
地域別将来推計人口」
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近世日本では、世界一のスピード
で高齢化が進む中で、日本民族が
かって経験したことのない、未曾有
の人口減少が加速化している。

右表と下図の如く、現在４７都道府
県の中で８都県(東京・宮城・埼玉・
神奈川・愛知・滋賀・福岡・沖縄)以
外は、前年比人口減少である。

また沖縄県だけが、自然増(出産
による人口増加)、他都県は周辺地
域からの社会増(他府県からの流入
による人口増加)が実態である。

こうした日本の人口動態の中で、
高齢者が活き活きと働き活躍できる
ビジネスモデルを検討して、心豊か
な社会造りを実現する必要がある。

我が国の都道府県別人口動態

（出典:統計局H27人口動態データ）



（出典:統計局H27人口動態データ）
5（出典:統計局H27人口動態データ）

（出典:統計局H27人口動態データ）
日本民族初体験の人口激減状況
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（出典:統計局H27人口動態データ）

川越テクノサポート
(produced by 川越技術士会)

日本民族初体験の都道府県別人口激減状況
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出典:H25.3国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口」

都道府県別人口動態の推計(H27～H52)
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日本民族初体験の人口激減状況における埼玉県の位置付け



埼玉県における市町村の位置関係の地図
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埼玉県市町村別
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埼玉県市町村別
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埼玉県市町村別
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川越市の人口構成と動態
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元気に働く高齢者

……..….

高齢者の人口動態と労働力
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【JST・理研プロジェクト】

「健康“生き活き”羅針盤リサーチコンプレックス」

健康長寿立国の職場で、ピン・シャン・コロリの夢を実現するために

※(1)科学技術振興機構(ＪＳＴ)の平成27年度新規事業である「世界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）
推進プログラム」、理化学研究所・兵庫県・神戸市、大学・研究機関（京都大学、神戸大学、兵庫県立大学等12機関）、企業等
（阪急阪神ホールディングス等31社・団体)の計42機関参加 （２）期間：平成32年３月まで


